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はじめに
　我が国の生産年齢人口は減少し続けており、

将来的には労働力が半減する可能性も指摘さ

れている。人材獲得競争が激しくなる中、自

治体はいかにして必要な人材を確保・育成して

いけば良いのか。本稿では、自治体の採用戦略、

職員育成の考え方などについて考察する。

1　人材確保：採用戦略を見直そう
（1）採用試験はどう変わってきたのか

　近年、地方公務員人気は長期低落傾向にあ

る。総務省の調査
＊1

によれば、2010年度に9.2倍

であった自治体の職員採用試験の平均競争率

は、民間企業の積極的な採用活動等の影響等

を受け、2023年度には4.6倍にまで低下してい

る。受験者数で見ても、2010年度には60万人

を超えていたが2023年度には40万人を割って

しまっている。このような傾向は地方部の規

模の小さな自治体ではより深刻である。また、

土木、建築といった技術職に限ると競争率は

もっと低く、定員割れを起こしている自治体

も少なくない。

　このような状況の中、各自治体は少しでも

受験者数を増やそうと、採用試験の見直しを

進めている。公務員は採用試験の準備が大変

だと思われているため、少しでも受験のハー

ドルを下げようと、①受験資格の緩和、②試

験日程の変更、③選抜手法の見直し、などの

対応策を繰り出している。特に③については、

教養・専門試験の廃止とSPIの導入に代表され

る「受験者負担軽減型」（大谷2019）の採用試

験が広く展開されるようになった。

　このような受験のハードルを下げる取組み

は、公務員に興味を持ちつつもそのハードル

の高さゆえに断念してしまった層をターゲッ

トとしている。マイナビが就活生を対象に実

施したアンケート調査
＊2

において、公務員を就

職先の選択肢として考えたことがあるかを尋

ねたところ、「考えたがやめた」が４割を占め

て最多であった（図１）。つまり、前述のよう

な採用の見直しにおいては、最多層を対象と

した取組みを展開しているわけであり、ター

ゲットとしては妥当であると言える。

　また、同調査において公務員を「考えたが

やめた」理由について尋ねたところ、その結

果は図２のとおりであった。このうち、「十分

な試験対策ができないと思ったから」、「試験

の難易度や倍率が高く、受からないと思った

から」、「スケジュール上、民間企業への就活

と両立できないと思ったから」は、採用試験

の時期、内容、方法等を見直すことである程

度の対応が可能であり、前年（2024年卒）と

の比較を見ても大きく減少している。もしか

すると、最近の国や自治体の採用改革の取組

みが功を奏したと言えるかもしれない。また、

「自分の理想としている仕事内容と違うことが

分かったから」、「職場環境に魅力を感じられ

ないから」、「仕事内容にやりがいが感じられ

ないから」、「職場環境が厳しそうだから」な

どについては、前年より増加してしまってい

るが、これは採用試験の改革に比べて業務や

職場環境の改革が十分に進んでいないことを
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示している可能性がある。

（2）受験しやすくすれば良い人材を確保でき

るのか

　受験者負担軽減型の採用試験は、受験のハー

ドルを下げて受験者を増やすことを目的とし

ている。これは、「受験者が増えれば優秀な人

物も増える」（図３）と考えられているからで

あるが、果たしてそれは正しいのだろうか。

　この考え方をもう少し掘り下げると、「多数

の受験者がいる方が、そこに含まれる優秀な

人も多くなるはず」→「優秀な人を取りこぼ

しなく集めるためには、可能な限り多くの人

に受験してもらうのが良い」→「優秀でない

人も相当数受験してしまうが、それは選抜段

階でどうにかする」ということである。そし

て可能な限り多くの人に受験してもらうため

に、「自団体に関するネガティブな情報はなる

べく提供せず、ポジティブな情報だけを提供

する」という行動をとる。その結果、「自団体

が求める人物像とは異なる人材がポジティブ

な情報に惹き付けられて多数受験」→「受験

者が多いため、選抜コストが著しく増加」→「ど

うにか選抜しても、求める人物像とは異なる

人材が紛れ込んでしまい、配属先の職場もガッ

図１　公務員を就職先の選択肢として考えたことがあるか

出所：マイナビ「2025年卒公務員イメージ調査」（2024年２月）に赤丸・赤字部分を加筆

図２　公務員を「考えたがやめた」理由

出所：マイナビ「2025年卒公務員イメージ調査」（2024年２月）に赤枠・赤字部分を加筆
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カリ、配属された新人も聞いていた職場と違っ

てガッカリ」という、誰も得をしない結果に

なる（服部2016）。

　これを回避するには、情報のミスマッチを

生じさせないことである。ポジティブな情報

だけを耳にし、誤解した状態で応募してきた

結果、選抜でスクリーニングしきれず、求め

る人物像とは異なる人材が紛れ込んでしまう

のであるから、仕事や職場の実態についてポ

ジティブな情報もネガティブな情報もはじめ

からすべて包み隠さず提供すれば良い。これ

を「リアリスティック・ジョブ・プレビュー

（RJP）採用」という（堀田2007）。応募者が

十分な情報を持つことで、「希望する自治体に

自身が適合するかどうか」を自己スクリーニ

ングすることも可能になる（Wanous1973）。

このほか、正直に情報を開示することで誠実

な印象を与えるという効果もある。また、過

剰な期待を抱かせないことで入職後の失望・

幻滅感を和らげる効果もあり、職場への定着

を促進し、早期離職を防止することも期待で

きる（堀田2007、Wanous1992）。なお、実態

を正直に伝えることを徹底するのであれば、

実態の改善も同時に行わねば受験者を惹き付

けることはできない。例えば時間外勤務が多

いような職場であれば、働き方改革等による

労働・職場環境の改善も併せて進める必要が

あるだろう。

　このような情報のミスマッチの解消のため

の具体的な手法としては、インターンシップ

が最も効果的であろう。５日もその職場を経

験すれば、ネガティブな情報を隠そうにも隠

しきれないため、ありのままの姿を認識して

もらうことができる。例えば、京都府福知山

市は、「セレクト型」と称する多様な受け入れ

プログラムを用意していること、また、埼玉

県ふじみ野市は、2019年実施の採用試験にお

いて１次試験がインターンシップになってい

る採用枠を創設した
＊3

ことで知られている（稲

継・大谷2021）。

（3）情報発信は十分か、適切か

　前出のマイナビ調査によると、公務員を「考

えている」または「考えたがやめた」と回答

した学生が公務員として働くことを考え始め

たのは、１位「高校生」、２位「中学生以前」、

以下、「大学１年生」、「大学２年生」が僅差で

続く。これを踏まえると、就活時期の大学３

～４年生を対象に採用広報を展開するよりも、

中学生や高校生のうちに自治体職員の魅力を

アピールしておく方が効果的であろう。特に
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図３　受験者が増えれば優秀な人物も増える？（概念図）

出所：筆者作成
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地方部であれば、進学で大都市部に転出する

前に地元自治体への就職をアピールしておく

ことで、地元自治体にＵターン就職する者が

増加することも期待できる。

　同調査では、公務員の仕事についての情報

は民間に比べて量が少ない、公開の時期も遅

いと認識されているという結果が出ている。

詳しい仕事内容、試験から採用までのスケ

ジュール、職場の雰囲気、採用後のキャリア

プラン、求める人物像など、当然周知される

べき情報についても発信が少ないと思われて

おり、自治体の採用広報についてはまだまだ

見直すべき点がありそうである。

　また、同調査では、公務員志望に影響を与

えた人物についても尋ねている。その圧倒的

１位は「父親・母親」であり、２位は「実際

に働いている公務員（インターン先の職員含

む）」であった。採用広報はこれまで就活生を

ターゲットにしてきたが、これを踏まえると、

親世代をターゲットにすることを考えても良

さそうである。また、インターンシップ等の

受け入れ先の職員の対応によって志望度が上

下する可能性がありそうなので、受け入れに

際しては十分な注意が必要である。

（4）選考におけるデジタル技術の導入

　ここ数年、特にコロナ禍を経て、自治体の

間にオンライン面接が広まってきている。大

阪府四條畷市では、2018年実施の採用試験か

ら、一部の採用区分においてオンライン面接

を導入した。これは同市まで足を運ばずに全

国どこからでも受験できるようにすることで、

遠方に住んでいる人はもちろん、まとまった

時間を確保しにくい育児中、在職中の人にも

受験してもらおうとするものである。

　オンライン面接の導入により、同市では受

験者数が著しく増加し、面接に対応する職員

の負担も増大した。そこで同市は、採用事務

の負担を軽減するために民間企業が提供する

動画面接ツールを用いた録画面接を導入した。

面接評価担当の職員は、市が用意した質問に

対する回答動画と予め提出された履歴書を見

て、主体性、協調性、組織適応能力、業務遂

行能力、表現力、意欲、人柄などを評価する。

この録画面接は、面接の案内送付が自動化さ

れたこと、面接評価担当職員は全員が揃わな

くても各自都合の良い時間に動画を視聴すれ

ば済むことなどから、職員の負担を軽減させ

ることに大きく貢献した。また、動画を撮影

して提出する手間がかかることから、意欲の

高い者しか応募してこないため、合格者の辞

退率が低下するという効果も見られた（大谷

2025）。

2　人材育成：育成に対する考え方
を変えよう

（1）自律的な学びへの転換

　人材育成がうまくいかない理由として、「集

合研修がやらされ感満載であること」、「OJT

による指導が難しいこと」がしばしば挙げら

れる。このような問題が起こるのは、根底に

「職員に学ばせる、教える」（受動的、他律的）

という考えが存在するためであり、これを「職

員自らが学ぶ」（能動的、自律的）に転換して

いく必要がある。

　当然ではあるが、命じられた研修よりも、「自

ら学びたい」という自発的意思による学習の

方がより効果的である。また、学習効果のみ

ならず、アレンジの手間や費用負担の面でも、

自治体が研修を企画・実施するより、自律的

な学習を支援する方が効率的である。自律的

な学習の支援には、人事評価を活用して当該

職員の知識・能力の現在地を示し、不足する

知識・能力を養うにはどのようなことをすれ

ば良いかを理解させる必要がある。言い換え

れば、各自治体には、個々の職員のキャリア

形成を支援していくような取組みが求められ
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るのである。

　リクルートマネジメントソリューションズ

の「新入社員意識調査2024
＊4

」によると、新入

社員が仕事をする上で重視したいことは、１

位「成長」、２位「貢献」、３位「専門性」で

あった。このような若手の志向を踏まえれば、

能力開発に力を入れて職員の専門性を伸ばし、

自身の成長につなげ、さらに組織への貢献を

実感させることが有効であろう。

（2）人材育成における管理職の役割

　管理職が人材育成に果たす役割は非常に大

きい。人事評価を通じて職員の知識・能力の

現在地を示すのはもちろん、自律的な学びの

促進に際しても、その方向性を職員と一緒に

見定める役割を担っている。自律的な学びで

あれば何を学んでも良いわけではない。組織

が目指す方向と職員個人が目指す方向が一致

しなければ、組織パフォーマンスの向上には

つながらないため、その擦り合わせが必要な

のである。

　自ら学ぶようになれば、次のハードルは「実

践」である。せっかく学んでも実践の機会が

無ければ、知識も定着しないし、何のために

学ぶのか疑問を感じて学習意欲も低下してし

まう。管理職は、部下が自ら進んで学ぶよう

になったら、業務をうまく割り振って実践の

機会を与える必要がある。

　このように、管理職には、職員個人より一

段上のレベルで職員の能力開発やキャリア形

成を支援する役割を担うことが期待され、さ

らにそれを主に制度の整備という観点から人

事部門が支援していくという３層構造の支

援体制とすることが望まれる（中村・佐藤

2024）。

おわりに
　本稿では人材の確保と育成について記して

きたが、これらはバラバラに推進するのでは

なく、例えば採用試験を見直して試験で問う

知識・能力を変更すれば、入職後の育成もそ

れに合わせて変更するなどのように、両者を

連動させて進める必要がある。

　近年、自治体人事の世界にも「人材マネジ

メント」と呼ばれる考え方が広まってきてい

る
＊5

。人材マネジメントとは、組織理念の実現

に向けて、組織目標を達成するために、職員

の能力を最大限に引き出し、発揮させ、職員

の成長が組織力の向上につながるよう、人材

の確保、育成、評価、配置、処遇等を戦略的

に実施することをいう。

　この考え方に基づけば、人材の確保、育成

を考えるにあたっては、本稿では紙幅の関係

であまり触れられなかった人事評価や配置、

処遇、さらには職場環境の整備などへの目配

りも求められる。自治体によっては、関係部

門が複数の課や係にまたがることもあるだろ

う。しかし、人事諸施策は互いに影響しあう。

採用なら採用、育成なら育成だけを考えてい

ては、思わぬところでマイナスの影響を被る

こともあり得る。今後はより俯瞰的に人事諸

施策を展開し、その全体最適化を図ることが

望まれる。

＊1	 総務省「令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関
する調査結果」　https://www.soumu.go.jp/menu_
news/s-news/01gyosei11_02000238.html　（2025年
１月30日閲覧）

＊2	 マイナビ「2025年卒公務員イメージ調査」（2024
年２月）https://career-research.mynavi.jp/reserch/	
20240216_70593/（2025年１月30日閲覧）

＊3	 なお、コロナ禍の影響で翌年からこの採用方法は休
止しており、現在も復活していない。

＊4	 https://www.recruit-ms.co.jp/news/pressrelease/	
0632561103/ （2025年1月30日閲覧）

＊5	 令和４年３月30日付け総務省自治行政局公務員部公
務員課長・給与能率推進室長通知「地方公共団体に
おける人材マネジメントの推進について」　https://
www.soumu.go.jp/main_content/000868821.pdf　
（2025年１月30日閲覧）
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早稲田大学大学院政治学研究科博士後期課程研究
指導終了退学。博士（政治学）（早稲田大学）。茨城
県職員（人事課等）、日本都市センター主任研究員、
名古屋商科大学教授等を経て2016年から獨協大学
法学部教授。2024年からは法学部長と地域総合研
究所長も兼務。専攻は行政学・地方自治論（特に自
治体の人事・組織論）。
主な著書に、『職員減少時代の自治体人事戦略』（共
著、ぎょうせい）、『現代日本の公務員人事』（共編著、
第一法規）、『東京事務所の政治学』（単著、勁草書房）
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